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働き方改革とは



「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた多
様で柔軟な働き方を、自分で「選択」できるようにする
ための改革です。

日本が直面する「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」、「働く方々の
ニーズの多様化」などの課題に対応するためには、投資やイノベーションに
よる生産性向上とともに、就業機会の拡大や意欲・能力を存分に発揮できる
環境をつくることが必要です。

働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現す
ることで、成長と分配の好循環を構築し、働く人一人ひとりがより良い将来の
展望を持てるようにすることを目指します。

「働き方改革」とは？
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「働き方改革」とは？

「働き方改革」は、我が国雇用の７割を担う中小企業・小規模事
業者において、着実に実施することが必要です。魅力ある職場と
することで、人手不足解消にもつながります。

職場環境の改善などの「魅力ある職場づくり」が人手不足解消につながるこ
とから、人手不足感が強い中小企業・小規模事業者においては、生産性向上
に加え、「働き方改革」による魅力ある職場づくりが重要です。

取組に当たっては、「意識の共有がされやすい」など、中小企業・小規模事
業者だからこその強みもあります。

「魅力ある職場づくり」→「人材の確保」→「業績の向上」→「利益増」の
好循環をつくるため、「働き方改革」により魅力ある職場をつくりましょう。
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①時間外労働の上限規制

②年５日の年次有給休暇の確実な取得

③中小企業の月60時間超の時間外労働に係る割増賃率の引き

上げ

④フレックスタイム制の拡充

⑤「高度プロフェッショナル制度」を創設

⑥産業医・産業保健機能の強化

⑦勤務間インターバル制度

⑧正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差の禁止

◆主な改正について◆

「働き方改革」とは？

5



パートタイム・有期雇用労働法の概要

１ 労働条件の文書交付・説明義務
・ 労働基準法上の文書交付義務に加え、昇給・退職手当・賞与の有無及び相談窓口について、文書の交付等による明示を事業主に義務付け（第６

条）（過料あり（第31条））

・ 雇入れ時に、講ずる雇用管理の改善措置の内容（賃金制度の内容等）の説明を事業主に義務付け（第14条第１項）

・ パートタイム・有期雇用労働者から求めがあった場合に、待遇の相違の内容・理由、待遇の決定に当たって考慮した事項の説明を事業主に義務
付け（第14条第２項）

・ パートタイム・有期雇用労働者が説明を求めたことを理由として、解雇等の不利益取扱いをすることを禁止（第14条第３項）

・ パートタイム・有期雇用労働者からの相談に対応するための体制整備を事業主に義務付け（第16条）

２ 均等・均衡待遇の確保の促進
・【全てのパートタイム・有期雇用労働者】

基本給、賞与その他の全ての待遇について、正社員の待遇との間に、職務の内容、人材活用の仕組み、その他の事情のうち、待遇の性質・目的
に照らして適切と認められるものを考慮して、不合理と認められる相違を設けることを禁止（第８条）

・【正社員と同視すべきパートタイム・有期雇用労働者】

基本給・賞与その他の全ての待遇について、差別的取扱いを禁止（第９条）

※「正社員と同視すべきパートタイム・有期雇用労働者」：職務の内容及び人材活用の仕組みが正社員と同じパートタイム・有期雇用労働者

３ 通常の労働者への転換の推進
・ 正社員の募集を行う場合のパートタイム・有期雇用労働者への周知、新たに正社員を配置する場合の応募の機会の付与、正社員への転換のため

の試験制度等、正社員への転換を推進するための措置を事業主に義務付け（第13条）

４ 苦情処理・紛争解決援助
・ 苦情の自主的な解決に努めるよう、事業主に義務付け（第22条）

・ 義務規定に関し、都道府県労働局長による紛争解決援助及び調停を整備（第23条～第26条）

５ 実効性の確保
・ 厚生労働大臣及び都道府県労働局長（省令により委任）による報告の徴収、助言、指導及び勧告（第18条第１項）

・ 報告拒否・虚偽報告に対する過料（第30条）

・ 厚生労働大臣の勧告に従わない場合の事業主名の公表（第18条第２項） 6



正社員・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の解消
（同一労働同一賃金）

◆同一労働同一賃金は、令和２年４月1日から施行（中小企業におけるパートタイム・有期雇用労働法の適用は令和３年４月1日）

◆派遣労働者については労働者派遣法において同様に規定

⚫ 同一企業内において、正社員とパート・有期雇用労働者との間で、基本給や賞与などのあらゆる待遇に
ついて、不合理な待遇差を設けることを禁止

⚫  裁判の際に判断基準となる「均衡待遇」(法8条)、「均等待遇」 (法9条)を規定

均衡待遇 ：待遇ごとに、その性質・目的に照らして、
①職務内容 ②職務内容・配置の変更範囲（人材活用の仕組み） ③その他の事情 のうち
適切と認められる事情を考慮して、不合理な待遇差を禁止

 均等待遇 ：①職務内容 ②職務内容・配置の変更範囲（人材活用の仕組み）が同じ場合は、
パート・有期雇用労働者であることを理由とした差別的取扱いを禁止

※  「職務内容」とは、業務の内容＋責任の程度をいう。

※  「その他の事情」として、職務の成果、能力、経験、労使交渉の経緯などが考慮され得る。

不合理な待遇差の禁止（パート・有期法８条、９条）

⚫ 非正規雇用労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」などについて、事業主に説明を求めることができ、
事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合は、説明をしなければならない。

労働者に対する待遇に関する説明義務（パート・有期法14条）

同一企業内における正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇の差をなくし、どのような雇用形態を選択しても

待遇に納得して働き続けられるようにすることで、多様で柔軟な働き方を「選択できる」ようにする。
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労働条件明示のルール変更について

① 就業場所・業務の変更の範囲

「変更の範囲」とは、雇入れ直後にとどまらず、将来の配置

転換など今後の見込みも含めた、締結する労働契約の期

間中における変更の範囲のことをいいます。

② 更新上限（通算契約期間または更新回数の上限）の

有無と内容

併せて、最初の労働契約の締結より後に更新上限を新設・

短縮する場合は、その理由を労働者にあらかじめ説明する

ことが必要になります。

③ 無期転換申込機会

④ 無期転換後の労働条件

併せて、無期転換後の労働条件を決定するに当たって、就

業の実態に応じて、正社員等とのバランスを考慮した事項

について、有期契約労働者に説明するよう努めなければな

らないこととなります。

2024年4月
労働条件明示のルールが変わります
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厚生労働省の助成金について



⚫雇用保険適用事業所の事業主

⚫期間内に申請を行う事業主

⚫支給のための審査に協力する事業主

雇用・労働分野の助成金とは？

厚生労働省が提供する助成金は、雇用の安定、職場環境の改善、仕事と家庭
の両立支援、従業員の能力向上などに、活用できるものが多数あります。

受給対象となる事業主（事業主団体を含む）

審査への協力の具体例

• 審査に必要な書類を整備・保管す
る。

• 都道府県労働局・ハローワーク・
(独)高齢･障害･求職者雇用支援機構
から書類の提出を求められたら応

じる。
• 都道府県労働局・ハローワーク・

(独)高齢･障害･求職者雇用支援機構
の実地調査に応じる。

◆ 実際に助成金を受給するためには、各助成金の個別の要件も満たす必要が
あります。



雇用関係助成金とは？

どんな助成金があるのかを調べる

雇用関係助成金
検索ツール

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakuni
tsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/ky
ufukin/index_00007.html

※「取組内容」や「対象者」から、助成
金が検索できます。



業務改善助成金



業務改善助成金
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業務改善助成金
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業務改善助成金
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業務改善助成金
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拡
充
後
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業務改善助成金
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業務改善助成金
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業務改善助成金
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業務改善助成金

◆ 中小企業・小規模事業者とは
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業務改善助成金

事業場単位で申請をするが、

中小企業・小規模事業者の判

断は全体の単位（法人単位）で

見られます。

事業場単位

で申請



業務改善助成金
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右図の要件に当て

はまる場合が特例

事業者となります。

なお、②・③に該当

する場合は、助成対

象経費の拡充も受

けられます。
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業務改善助成金
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業務改善助成金



キャリアアップ助成金



キャリアアップ助成金
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キャリアアップ助成金

正社員化コース

就業規則または労働協約その他これに準ずるものに規定した制
度に基づき、有期雇用労働者等を正社員化した場合に助成します。

制度概要 
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キャリアアップ助成金
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キャリアアップ助成金
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キャリアアップ助成金

賃金規定等改定コース

有期雇用労働者等※の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定
し、その規定を適用させた場合に助成します。

制度概要 
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キャリアアップ助成金
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キャリアアップ助成金
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年収の壁・支援強化パッケージ



年収の壁・支援強化パッケージ
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年収の壁・支援強化パッケージ
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年収の壁・支援強化パッケージ
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年収の壁・支援強化パッケージ

「一時的な収入変動」の具体的な上限額については、 
・仮に上限を設けた場合、当該上限が新たな「年収の壁」となりかねないこと 
・一時的な事情によるものかどうかは収入金額のみでは判断が困難であること 
からお示しすることは困難ですが、各保険者において雇用契約書等も踏まえつつ、当該増収
が一時的なものかどうか確認いただくこととなります。 
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年収の壁・支援強化パッケージ
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年収の壁・支援強化パッケージ
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年収の壁・支援強化パッケージ
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年収の壁・支援強化パッケージ
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年収の壁・支援強化パッケージ
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年収の壁・支援強化パッケージ
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年収の壁・支援強化パッケージ
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年収の壁・支援強化パッケージ
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群馬働き方改革推進支援センターのご案内
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